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はじめに

2023 年 5 月に新型コロナウイ
ルス感染症の感染症法上の位置づ
けが 5 類に移行するなど、コロナ
禍収束後の世の中へと変容しつつ
ある。

ザイマックス不動産総合研究所
（以下、ザイマックス総研）では、オ
フィスワーカーの働き方と働く場所
の変化を捉えるため、首都圏（1都
3県）のオフィスに在籍するワーカー
に対し 2016年末から「首都圏オフィ
スワーカー調査」を定期的に実施し
てきた。2023年10月に実施した第8

コロナ禍収束後の働き方
～現在の働き方の評価から考察する～
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回目では、調査地域に地方都市（大
阪市、名古屋市、福岡市）を追加し
調査を行った。

本稿では、その第8回目の調査結
果をまとめたレポート「大都市圏オ
フィスワーカー調査2023①働き方の
実態とニーズ編」および「同上②働
き方の評価編」を基に、現在の働き
方と、それに対する評価について考
察するものである。なお、調査にお
いては、職業が「会社・団体の役員、
会社員・団体職員」、職種が「管理
的職業、専門的・技術的職業、事
務的職業、営業職業」と回答した人
を対象としている。

1.	 �現在の働き方（オフィス
	 出社とテレワーク）

まず、働き方の実態として、テ
レワークを少しでも行っている「テ
レワーカー」の割合を確認する。調
査地域別に比較すると、テレワー
カーの割合が最も多い首都圏では
51.4%と半数を超える結果となった 

【図表1】。地方都市でもテレワーカー
が約4割を占めている。

首都圏のテレワーク状況につい
て過去調査と比較すると、テレワー
カーの割合は 2021年をピークに減
少傾向であった【図表2】。また、「完
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全テレワーク」のワーカーは全体の
4.2%にとどまり、テレワーカーのな
かではテレワークとオフィス出社を
使い分ける「ハイブリッドワーク」を
行うワーカーが多いことがわかる。

次に、完全出社のワーカーも含め、
コロナ禍中（5類移行前）および現在
の働き方について、「在籍するオフィ
ス」「自宅（在宅勤務）」「サテライトオ
フィス」「その他の場所」といった働
く場所ごとの時間配分を聞いた結果
が【図表3】である。「在籍するオフィ
スで働く時間割合は、地域問わずコ
ロナ禍中から現在にかけて 7 〜 8 ポ
イント増えている。同調査では、各
地域でコロナ禍中から 5類移行後の
出社頻度が「増えた」ワーカーが 2
割超おり、「減った」ワーカーの割合
を上回っていることもわかっている。

【図表3】の、在籍するオフィスで働
く以外の時間、つまりテレワークす
る時間に着目すると、大部分を在宅
勤務が占めていることも読みとれる。

2. 現在の働き方への評価

このような働き方の実態を、ワー
カーはどのように評価しているだろ
うか。

現在の働き方にどの程度満足し
ているかを 5段階の尺度で聞いた結
果が【図表4】である。「（非常に・やや）
満足」と回答した割合が 4割超を占
めるものの、過半数が満足していな
いとも捉えられる。

自身のパフォーマンス、勤務先に
対するエンゲージメント、ストレス
について、現在の働き方での評価
を 5段階で聞いた結果が【図表5】で

ある。現在のパフォーマンスやエン
ゲージメントが「（やや）高い」、スト
レスが「（やや）低い」と回答した割

合は多いとは言えない結果となった。
これらの結果を現在の働き方への

満足度（【図表4】）別にみると、いず

図表 1　< オフィス所在地別 > テレワーカーの割合
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図表 2　オフィス出社とテレワークの状況（首都圏、経年比較）
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図表 3　< オフィス所在地別 > コロナ禍および現在の働く場所ごとの時間配分
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れの項目も、満足度が高いほど高評
価である傾向がみてとれる【図表6】。 
パフォーマンスについて「非常に満
足」グループは、約6割が「（やや）
高い」と回答している。エンゲージ
メントについても「非常に満足」グ
ループは、「（やや）高い」が過半数で
あり、反対に「非常に不満」グルー
プの「低い」と回答した割合は 4割
を超えている。ストレスについては

「（非常に・やや）不満」のグループ
は 6割超が「（やや）高い」と回答し
ており、働き方への満足度が低い
ワーカーは顕著にストレスが高い結
果となった。特に「非常に不満」グ
ループはストレスが「高い」と回答し
たワーカーが過半数にのぼる。

続いて、現在の勤務先からの転
職意向を聞いた結果、約3割のワー
カーに転職意向（「転職を決めた・
転職活動している」と「できれば転
職したい」の合計）があることがわ
かった【図表7】。企業は優秀な人材
の流出を防ぐための取組みを検討
する必要があるだろう。

現在の働き方への満足度（【図表4】）
別に転職意向を比較すると、不満を
感じているグループほど転職意向が
高い傾向があることがわかる【図表8】。
特に、「どちらともいえない」グルー
プの転職意向は 3割程度であるの
に対し、「やや不満」のグループでは
54.5%と過半数を占めており、不満
を感じているかどうかで大きな差が
あることがわかる。また、「やや不満」
のグループと「非常に不満」のグルー
プを比較すると、「転職を決めた・転
職活動している」の割合に 10 ポイン
ト超の差がある。このことから、ワー

図表 4　現在の働き方への満足度
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図表 5　現在のパフォーマンス / エンゲージメント / ストレス
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図表 6　< 働き方への満足度別 > 現在のパフォーマンス / エンゲージメント / ストレス
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4.6%

25.7%

52.7%

17.1%

カーの不満を解消し、満足度を高く
持って働いてもらうことは、離職防
止・人材確保につながると言えるだ
ろう。

3. 働き方と満足度の関係

では、満足度高く働いてもらうた
めに企業が対応できることとして、ど
のようなことが考えられるだろうか。

まずは、現在の働き方に対し「（や
や・非常に）不満」と回答したワー
カーが感じている具体的な不満・課
題を確認する。上位には「通勤が苦
痛に感じる」（49.8%）、「テレワークで
できる仕事でも出社を要求される」

（45.1%）が挙がった【図表9】。3番目
の「在宅勤務が禁止になった・制限
されるようになった」（20.3%）以降の
項目と比較して、上位2項目は突出
して高いことがわかる。

次に、【図表9】でみた不満・課題
を含め、以下4 つの観点について現
在の働き方への満足度との相関を
確認した【図表10】注1。
①�現在の働き方で感じている不満・

課題
②完全出社かどうか
③�働く場所に対する裁量があるかど

うか
④�利用・実施している働き方に関す

る施策
その結果、不満・課題のなかで

も「テレワークでできる仕事でも出
社を要求される」「在宅勤務が禁止・
制限されるようになった」「周りの雰
囲気や上司の移行でテレワークしづ

図表 7　転職意向

図表 8　< 働き方への満足度別 > 転職意向
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図表 9　現在の働き方で感じている不満・課題
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注 1
図中には相関係数の絶対値が 0.1 以上の項目を抜粋して表示。
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らい」といった、テレワークを自由に
できないことに関する項目で負の相
関がみられた（①）。「現在、完全出
社である」とも負の相関（②）、「その
日働く場所を自分で選べる裁量があ
る」とは正の相関（③）がみられたこ
とから、テレワークの選択肢を持ち、
働く場所を自由に決められるか否か
が満足度に影響すると推察される。
「通勤が苦痛に感じる」と満足度

に負の相関がみられる（①）ことか
らも、テレワークの必要性が確認で
きる。通勤ストレスの軽減が期待で
きるテレワーク環境の整備は、満足
度向上に有効だろう注2。また、「モバ
イルワークの活用」「仕事でのチャッ
トツールの活用」「在宅手当」といっ
た周辺施策を充実させることでも、
ワーカーの満足度向上が期待できる
と考えられる（④）。

4.	働く場所の裁量がある
	 ワーカーの働き方

【図表10】で、「その日働く場所を自
分で選べる裁量がある」かどうかが
働き方への満足度と相関が高いこと
がわかったが、実態では半数以上
のワーカーが働く場所の裁量につい
て「（あまり）ない」（51.8%）と回答し
ている【図表11】。

ワーカーに裁量を与えることは、
満足度向上に効果があり、さらには
ワーカーのパフォーマンス、エンゲー
ジメント、ストレスの評価改善につ
ながる（【図表6】）と考えられる。そ
こで、働く場所の裁量をもって働い

ているワーカーはどのような働き方
をしているのかをみていく。

まず、働く場所の裁量の有無別に
働く場所ごとの時間配分を【図表12】 

に示した。裁量があるワーカーほど、
在籍するオフィス以外で働くテレ
ワークの時間が多いことがわかる。

次に、裁量の有無別にオフィ
ス内のレイアウトの利用率をみる 

【図表13】。裁量があると回答したグ
ループほど、固定席の割合が低く、
フリーアドレス席の割合が高いこと
がみてとれる。【図表12】でみたよう
に、裁量があるグループほどテレ

図表 10　現在の働き方への満足度との相関係数
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注 2
「首都圏オフィスワーカー調査 2022」（https://soken.xymax.co.jp/2022/11/30/2211-worker_survey_2022/）
【図表 6】テレワーク経験者に聞いたテレワークのメリットは、「移動時間・通勤時間の削減」（83.0%）が最多であった。

図表 11　働く場所の裁量
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ワークが進んでいることが影響して
いると考えられる。そのほか、「オー
プンミーティングスペース」「リモー
ト会議用ブース・個室」「リフレッシュ
スペース」など、固定席以外のすべ
てのレイアウトについて、裁量があ
るワーカーの方が利用率が高い傾向
がみられた。裁量があるワーカーは、
オフィス出社かテレワークかの選択
だけでなく、出社時にはオフィス内
でも目的に合わせて働く場所を選ん
でいることがわかる。このようにオ
フィス内外でABW（Activity Based 
Working）な働き方ができることも、
裁量があると感じることに寄与して
いると推察される。

最後に、テレワーク施策の「サテ
ライトオフィス勤務」と「在宅勤務」
の利用有無注3 についてみてみると、

図表 12　< 裁量の有無別 > 働く場所ごとの時間配分
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図表 13　< 裁量の有無別 > オフィス内のレイアウトの利用率
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注 3
「サテライトオフィス勤務と在宅勤務の両方」「サテライトオフィスのみ」「在宅勤務のみ」「どちらもなし」の 4 つのグループに分類。「その他の場所での
テレワーク」の利用有無は問わない。

裁量があるワーカーほどいずれか
のテレワーク施策を実施している割
合が高いことがわかった【図表14】。 
裁量がないグループは「どちらもな
し」が 8割超である。また、裁量が
あるグループはサテライトオフィス
の利用率（「サテライトオフィス勤務
と在宅勤務の両方」と「サテライトオ
フィス勤務のみ」の合計）が 2割にの

ぼる。ただし、「どちらともいえない」
「あまりない」グループも、約5割が
何らかのテレワークする場所に関す
る施策を実施していることから、単
に施策の有無だけでなく、利用可能
なタイミングや、テレワーク場所の
立地・数などの観点からも、ワーカー
のニーズに応える必要があると示唆
される。
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図表 14　< 裁量の有無別 > テレワークする場所に関する施策の実施率
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おわりに

本稿では、ワーカーの働き方につ
いて実態を確認し、それに対する評
価から満足度の高い働き方につい
て分析した。新型コロナウイルス感
染症の 5類移行を経て、コロナ禍収
束後の世の中となりつつある現在、
徐々に出社回帰が進みながらも、首
都圏においては過半数のワーカーが
テレワークを実施している。また、
過半数のワーカーが現在の働き方に
満足しておらず、改善の余地が大き
いことが確認できた。ワーカーが満
足度高く働くことは、パフォーマン
ス/エンゲージメント/ストレスの評
価や、会社への定着（離職防止）に
つながると考えられ、企業にとって
もメリットとなる。満足度について
は、テレワークを自由にできること
や働く場所の裁量があることとの相
関が高く、ワーカーのニーズに沿っ
たテレワークやオフィス内外で目的
や場面に適した場所を選んで働くこ
との重要性がうかがえた。たとえば、
都心・郊外に多拠点展開され各々
の事情に合わせて働けるサテライト
オフィスは、業務内容や生活環境問

わず多くのワーカーにとって利便性
が高く、自由なテレワークを支える
施策のひとつである。

企業も働く場所の重要性を認識
しており、ザイマックス総研が実
施した「大都市圏オフィス需要調査
2023秋」によると、人材確保や人的
資本経営の観点でワークプレイス戦
略が「（やや）重要だと思う」と回答
した企業は 7割を超えた。また、ワー
クプレイス戦略を重視する企業は、

「コミュニケーションのための場づく
り、集まるための機能を重視する」
「リモート会議用に個室やブースを
増やす」など、メインオフィスの機

能の高度化に高い関心を持ってお
り、オフィス内外で働きやすい環境
の整備が期待される。

コロナ禍を経て、テレワークはす
でにワークスタイルの一つとして欠
かせないものになっている。出社や
通勤に対するワーカーの価値観が
変わったいま、直近の出社回帰の動
きがワーカーの意思に反して進むも
のであれば、企業は今一度自社の
働き方を見直す必要があるだろう。
ザイマックス総研では今後もオフィ
スワーカーの働き方や働く場所につ
いて調査を継続し、世の中に有益な
情報発信を続けていく。
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